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1．まえがき 

河床の洗掘低下を防止し，河床を安定化させ，河川の縦横断形状を維持するため，土砂の堆積地帯で洪水流によ
る流路の偏向・浸食，土砂の再生産防止を図るために河川を横断して落差を伴った床固め工が設置されている場合， 

河床低下に伴い落差が生じた場合などでは，落差直下流部で洪水流の減勢対策が必要となる．また，水生生物の移
動が可能にするためには魚道整備が必要である．洪水時の河床保護対策として，水叩きと護床工が設置されている
1)．しかしながら，水理条件によっては，落差構造物直下に跳水を形成させるために必要な下流水深が確保できず，
護床工よりも下流側で跳水が形成され，局所洗掘や河床低下が引き起こされた事例がある．また，洪水時の跳水位
置の安定化を図った掘り込み型減勢工 2)も有効な手段であるが，落差がある以上は魚道整備が必要である．魚道内
の構造および魚道からの流れ込みの状況によっては迷入する可能性がある．ここでは，落差が 2 m以下の落差部を
対象に，落差部下流側を全面的に緩傾斜面とし，石組みによる連続帯工によって斜面を安定化させた構造を提案し，
洪水時の水理特性について実験的に検討した． 

2．低落差帯工群による緩斜面減勢工 
  緩傾斜型連続石組み帯工群による減勢工の一例を写真 1に示す．提案した構造の特徴を以下に示す． 

・平常時から豊水時にかけて緩傾斜面を水生生物が溯上できるように，斜路型の魚道の例 3)があるように，緩傾斜
の勾配を約 1/20～1/30としている． 

・緩傾斜面では，洪水時の斜面の安定性を強化するために，1 m規模の巨礫によって石組み帯工を設置し，帯工間
には中礫・大礫・巨礫を設置する． 

・帯工の設置状態として，落差部の天端と第 1 帯工の天端（最高位）が同一になるように帯工を配置し，落差部か
ら第 1帯工までの距離を原型換算値で 3 m程度とする．帯工が巨礫によって構成されているため，平水時および
豊水時には巨礫同士の谷間から主に流れることが推定される．この場合，洪水流によって落差部と第 1 帯工の間
に掘り込みのプールが形成されることが期待される．落差部で水面差が生じるものと推定されることから，水生
生物の溯上するために必要なプール長さとして 3 m（原型換算値）とした． 

・第 1帯工から以降は帯工間の落差が原型規模で 10 cmから 20 cm程度に収まるように配置する．勾配が 1/20 の場
合，最大 4 m，1/30 の場合，最大 6 mとする．帯工間の長さを大きくとると，洪水流によって形成される掘り込
みによって，中小洪水時に波状水面を伴った流れが形成されるため，底面付近の流速の加速減速により礫が掃流
されやすい環境になるので注意が必要である． 

・横断面形状については緩傾斜型の台形とする．流量規模によって冠水幅が変化することによって，多様な流れが
形成され，平水時から豊水時にかけて水生生物が溯上しやすい経路を選ぶことができる．洪水時では，断面形状
の影響で主流を側岸から離れた位置にすることが可能となる．また，主流の位置が上方に上がりやすい． 

   
1) 側面から見た設置状況     2) 上流から下流側を見た状況   3) 帯工群が設置された断面の状態 
写真 1 緩傾斜型連続石組み帯工群の設置状況  
表 1 実験条件 

Case Q (m
3
/s) S (cm) dc (cm) S/dc (-) I (-) 設置区間 

Case 1 0.112 m
3
/s 7.0 12.6 0.556 1/28.6 320 cm 

Case 2 0.0540 m
3
/s 7.0 7.75 0.903 1/28.6 320 cm 

Case 3 0.112 m
3
/s 7.5 12.6 0.595 1/18.7 320 cm 

 

1) S/dc=0.556, I = 1/28.6         2) S/dc=0.903, I = 1/28.6         3) S/dc=0.595, I = 1/18.7 

図 1 水路中央部での水面形状 
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dc：限界水深(= √𝑞2 𝑔⁄
3

) 

𝑞：単位幅流量 

I：緩傾斜区間の勾配 

S：落差部天端から緩傾斜直下

流側の河床の天端までの

鉛直落差 
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3. 実験概要 
1/10 scale modelの模型実験を想定して検討を行った．また，実験は Froudeの相似則に基づいて行い，水路幅 80 cm，

水路長さ 15 m，水路高さ 60 cm（水路下流部の高さ）を有する矩形断面水平水路に写真 1に示す落差模型および礫
を設置した．実験条件を表 1に示す．なお，下流水位の設定については，相対落差が S/dc=0.903のときに帯工設置
区間では疑似等流が形成され，その下流部の水位が水平に近い状態になるように水路下流端のゲートを調整した．
落差模型の寸法は高さが 10 cm，幅 80cm，流下方向の長さが 100 cmである．落差部下流側に使用した礫は混合粒
径の礫であり，3～5 mmの礫と 10～30 mmの礫である．また，石組み帯工として粒径が約 100 mmのホワイトスト
ーンを使用した．なお，河岸の形状を整形するために，底層部を中心に 40～60 mmの礫を使用し，中層から表層に
かけて 3～5 mm，10～30 mm の混合粒径によって整形した．緩傾斜面の勾配は約 1/30（測定結果 1/28.6），約 1/20

（測定結果 1/18.7）とし，下流側の礫層の厚さは約 3 cmである． 

水深の測定にはポイントゲージを用い，流速の測定には，ケネック社製プロペラ式流速計を用いた(計測時間 20

秒，1 秒間のパルス数の平均値を計測)．水深および流速の測定箇所について，帯工設置区間の減衰状況を調べるた
め，帯工上部，および帯工と帯工との中間を測定した． 

4．落差部下流側の水面形状 
Case 1～3の水路中央部での水面形状および縦断方向の河床形状を図 1に示す．相対落差高さ S/dc = 0.556，緩傾

斜勾配 I=1/28.6（Case 1）の場合，第 1帯工の天端が落差部天端より 1.6 cm低くなっているため，相対落差が同程
度(S/dc = 0.595)である Case 3 の場合と比べて，緩傾斜勾配が小さいにも関わらず落差部からの流れが下向きになり
やすい．すなわち，第 1，第 2帯工間での底面付近の流速が大きくなり，掃流されやすい状態になっている．S/dc = 

0.903 の場合，Case 1 に比べて，水面の凹凸が大きくなるため，流量規模が小さくなっても底面付近に主流が衝突し
やすいことが推定される．第 1帯工の天端を落差部の天端と同程度とした Case 3の場合も同様となる． 

5. 落差部下流側の流速分布 
S/dc = 0.903, I = 1/28.6の場合(Case 2)の底面付近での流下方向成分の流速の流下方向変化を図 2に示す．この場合，

緩傾斜区間は 0 ≤ x (cm) ≤ 195 である．図 1(2), 2に示されるように，定常的な波状水面が見られる局所流の形成区
間（0 ≤ x < 120）で底面付近の流速が減勢し，120 ≤ x ≤ 195では，流速の変化は小さい． 

S/dc = 0.556, I = 1/28.6 の場合(Case 1)および S/dc = 0.595, I = 1/18.7 の場合(Case 3)の流下方向成分の流速の水深方
向変化をそれぞれ図 3, 4に示す．図 1 (1), (3)に示されるように，落差部の終端から第 1 帯工までの区間では，
落差部からの流れの向きが下向きとなっているため，主流は下方に位置するが，第 1 帯工による流線の曲りの影響
および帯工を横断方向に台形状に設置したことにより，第 2 帯工より下流側では主流は上方に位置する．また，側
壁付近の流速は小さくなる．すなわち，河岸侵食の軽減につながる流れとなることが期待される．Case1 と Case3

との比較から，Case 1 のように，落差部の天端と第 1帯工の天端との差が生じると，落差部からの流れがより下方
に向くようになり，第 1帯工周辺の底面近くの流速が大きくなる． 

 
 
 
 
 
 
 

図 2 S/dc = 0.903, I = 1/28.6 の場合(Case 2)の流下方向成分の流速の水深方向変化 

 
図 3 S/dc = 0.556, I = 1/28.6 の場合(Case 1)の流下方向成分の流速の水深方向変化 

   

図 4 S/dc = 0.595, I = 1/18.7 の場合(Case 3)の流下方向成分の流速の水深方向変化 
参考文献 
1) 建設省河川局監修，改訂新版 建設省河川砂防技術基準(案)同解説・設計編[Ⅱ]，技法堂出版，1999. 
2) 青木一繁，高橋直己，安田陽一，第 69回年次学術講演会，土木学会，第 2部門，Ⅱ-168, CD-ROM, 2014. 

3) 安田陽一，技術者のための魚道ガイドライン−魚道構造と周辺の流れからわかること−，コロナ社，154 pages, 2011． 

土木学会第70回年次学術講演会(平成27年9月)

 

-236-

Ⅱ-118

 


